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学）』2016 年、第 67 巻、第 11 号）では、
鹿児島市のある老舗中小企業が「中小要
領」を導入した経緯とその効果を調査し、
導入により会計数値による科学的な経営
管理を実現していることを明らかとして
いる。この企業の社長は、顧問税理士に
経理等を丸投げすると数値が読める能力
が衰えるので可能な限り自社での経理に
努めていると述べている。これは中小企
業が本来の趣旨に基づき「中小要領」を
導入し、専門家とバランスのとれた距離
感を保っているグッド・プラクティスで
あると言える。 
 上記 F社は中小企業とはいうものの比
較的規模が大きい中小企業である故、会
計の自治と実践を実現できたが、より小
さい零細企業では予算的・能力的に会計
を活用するのは困難であると考えられて
きた。しかし近年ではクラウド会計シス
テムなどの情報技術を活用することで、
低コストかつ効果的な会計を実践する零
細企業も出現してきた。椎葉淳「クラウ
ド会計が切り開く取引記録分析の可能性」
（『企業会計』2017年、第 69巻、第１号）
はクラウド会計のサービス内容と可能性
を ①企業の経理業務をクラウドで効率化
すること、②クラウドに蓄積されたデー
タを融資サービスや与信判断に活用する
こと、という２点より端的に説明してい
る。零細企業の会計業務における弱点で
あった会計の知識やスキルを有する人材
不足と会計システムを構築する予算不足
が、クラウド会計の導入により低コスト
で実現できる。そうすれば零細企業であ
っても会計を効果的に利用した経営管理
を達成できる。 
 どんなに小さな中小企業のミクロの活
動であっても、会計により増幅された一
つ一つの力が、究極的にはマクロの日本
経済に大きく影響を及ぼすことになる。
一見地味であるが、会計は経済の中で重
要な役割を担っているのである。 
 
 
